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１ 少子高齢化と地域社会の持続可能性

１）人口規模の縮小と人口構造の転換の同時進行

（日本の人口が一億超えた１９６７年に現役世代・高齢世代比

は１０対１ 一億を下回ると予想される２０５３年には１対１）

 ２）困窮・孤立の広がりで「肩車」も困難

３）消滅可能性自治体vs.ブラックホール自治体

（人口戦略会議レポート）

地域ごとの多様な事情に即しつつ、元気人口を増やし地域
を持続させる方法が問われる 地域共生社会のビジョン



出所：内閣府「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査 第九回（２０２０）」

２ 単身高齢者の４人に１人が「人との会話がほとんどない」



３ 「孤独感が常にある」 最も多いのは３０代

出所 内閣官房 「孤独・孤立の実態把握に関する全国調査」（２０２１年）



出所 社会保障・人口問題研究所、生活と支え合いに関する調査、2017年

「日頃のちょっとした手助け」で頼れる人
がいないという人の割合

（等価可処分所得十分位階級別）

４ 経済的困窮と孤独・孤立は強く相関



５ こどもの相対的貧困率は下がっているというが・・・ １１・５％と２０１８年から２・５％低下
しかし大人一人世帯の子どもの可処分所得は低所得層増大（分極化）

出所 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング レポート 2023年8月24日

冷蔵庫がカラなの
に通信費を使うの
には理由がある

「元気」になることが
できるのは、つなが
ることから



６ 社会保障支出（ＧＤＰ比）はイギリスも抜いたのになぜ困窮と孤立の広がりに対応
できないか？

対ＧＤＰ比 出所 OECD Social  Expenditure Database
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７ 男性稼ぎ主の安定雇用が肝であった日本型生活保障 では社
会保障の役割は？ 破れ目はどこに生じたのか？

① 男性稼ぎ主の安定雇用を創出 長期的雇用慣行、公共事業、零細な事業保護

（３％を切って先進国で例外的に低かった失業率） 年功賃金で家族扶養

② 実は重要な役割を果たしていた日本の社会保障（社会保険） 各国に例がな

かった国民皆保険・皆年金を１９６１年に達成 なぜ可能だったか？ 社会保険財源

の補填に税が投入される その分、税のみで運用される生活保護や公共サービス

（保育等）の財源は制約

③ 非正規雇用層や扶養から外れるひとり親世帯等が増大し、この生活保障が崩

れていく

現在も続く「増税はタブー、社会保険
料引き上げはＯＫ」の背景
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８ 制度の狭間が生まれる背景 社会保障支出はどこにいっているか

出所 厚労省資料に手を加えたもの



政府

９ なぜ地域で困窮と孤立が広がるか マクロな制度が対応できない新しい
生活困難層が増大 コロナ禍がそれを照らし出した

安定就労＋社会保険加入層

安定雇用創出の
困難

高齢化による財源
枯渇

コロナ禍では「特例貸付」激増

福祉受給層

新しい生活困難層

低所得不安定就労

ひとり親世帯の孤立・生
活困窮

軽度の「知的障害」
低年金・孤立等



１０ コロナ禍が浮き彫りにした「新しい生活困難層」の構成

通常貸付 特例貸付

女性 １６・９％ ３０％超

自営業 ５％ ３０％超

２０代・３０代 １０％ ３５％

利用件数 年１万件程度 ２０２０・４～２０２２・９ ３８０万件

２０２２年３月段階での全社協「特例貸付借受人データ」から

新しい生活困難層の規模は？ ２０２２年に公表された国民生活基礎調査によると
住民税非課税世帯は１２１４万世帯（全世帯に対して２３・７％） ただしここには生
活保護受給世帯約１６０万も含まれる



１１ 新しい生活困難層の増大と８０５０問題

８０歳（前後）の老親の年金をあてにして非就業の５０歳（前後）の息子、娘が老親と同居、
引きこもるなどする

40 代・50 代の未婚者における親同居者・単身者の人口の推移（国勢調査）

８０５０問題は日本の生活保障をめぐる現実を象徴 現役世代は雇用・就労で生活保障
高齢世代は年金で、という構図が崩れ、雇用以外の支援がない現役世代が年金に依存する

「８０５０映画」も登場 「万引き家族」



１２ 新しい生活困難層にも対応したセーフティネットを

安定就労＋社会保険
加入層

福祉受給層
新しい生活困難層
（非正規雇用・ひとり
親世帯・軽度障害等）

現金給付も重要だが、「元気人口」増やす地域社会づくりをどうすすめるかが決定的に大事

生活福祉資金特例貸付
生活困窮者自立支援制度等
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１３ 地域共生社会とは？

社会福祉法４条１ 地域住民が相互に人格と個性を尊重し合いながら、
参加し、共生する地域社会

「制度・分野ごとの①『縦割り』や②「支え手」「受け手」という関係を超え
て、地域住民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し（中略）③地
域をともに創っていく社会」（「地域共生社会の実現に向けて」２０１７年
２月）

地域共生社会推進検討会 最終とりまとめ（２０１９年１２月）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000213332_00020.html



１４ 地域共生社会をつくる３つのポイント

縦割り超えた包括支援（丸ごと）

「支え手」「受け手」超えた支え合い

我が事としての地域づくり

①包括的な相談支援

②参加支援

③地域づくりに向けた支援



１５ 生活困窮者自立支援制度から地域共生社会へ

＊２０１５年に施行された生活困窮者自立支援制度が「新しい生活
困難層」への支援もふくむ地域づくりの先駆け そのかたちを高齢、
障害、こどもなどの各分野に広げる

＊その基本的アプローチ

①包括的相談支援 困難を抱えた人とつながる

②参加支援  元気がでる場につなぐ

③地域づくり支援 元気がでる「場」をつくる



機能 既存制度の対象事業等

第１号 相談支援 介護 地域包括支援センター運営
障害 障害者相談支援事業
子ども 利用者支援事業
困窮 自立相談支援事業

第２号 参加支援 新事業

第３号 地域づくり支援 介護 一般介護予防事業（通いの
場）
介護 生活支援体制整備事業
障害 地域活動支援センター事業
子ども 地域子育て支援拠点事業
（自治体の独自事業も）

第４号 アウトリーチ等を通じ
た継続的支援事業

新事業

第５号 多機関協働 新事業

第６号 支援プラン作成 新事業（第５号と一体）

つながる

つなぐ

「場」をつく
る

１６ 地域共生社会のための重層的支援体制整備事業 社会福祉法１０６条４
実施自治体数１８９（２０２３年１２月）



１７ 元気人口を増やすには縦割り超える必要

目標 方法 基準

これまで

の福祉 保護すること 二重の縦割り はっきりした困難

雇用と福祉

福祉の縦割り

これから

の福祉 元気になってもらうこと つながる 早期対応が大事

つなぐ

「場」をつくる



１８ つながる・つなぐ 多様な接点と包括的相談支援

＊「包括的相談支援」という言葉が究極のワンストップをつくることではない つ

ながる機会は多様で無限大 生活圏域（小中学校区）を含めてたくさんの接点

があることが大切

＊社会的処方：イギリスの総合診療医は医薬品の処方箋だけではなく、「元気

になる場」の処方箋を義務づけられる

＊オンライン相談の可能性をどう発展させるか 内閣官房チャットボット

https://notalone-cas.go.jp/

https://notalone-cas.go.jp/


１９ つながる・つなぐ・「場」をつくる
取り組み 三重県名張市の事例

自治体の包括的相談支援体制と
小学校区の「まちの保健室」

そこから社会的処方とリンクワーカー
中心に「場」につなげる



２０ つなげる先の元気になる「場」をつくる

＊多様な居場所から就労機会まで これまで介護、子育て、住宅などをめ

ぐって目指してきたつながりづくりをはっきり課題化する

＊「癒やしのサロン」よりも様々な地域課題を解決する「場」が孤独・孤立解

消に効果的なことが多い 秋田県藤里町の「引きこもりでまちおこし」

＊「場」は元気になる条件であると同時に、人間関係や向き不向き、ハラス

メントなどから元気を奪うきっかけになることもある 選べること、つなぎ直せ

ることが大事



２１ 年間１０００件増えているこども食堂 こどもが多世代をつなげる

子ども食堂＝高齢者食堂＝学生食堂

むすびえの調査では高齢者がやってきて
いる子ども食堂が６３％
川崎 こども食堂じぃーじぃーず

放課後の学びとこども食堂

ボランティアの元教員たちと一緒にごはん
を食べ、その後で勉強と 高知市の「水曜
校時カフェ」

こどもたちの自立の場としてのこども食堂

まかないはこどもの仕事 「裏メニュー」で
親の支援も 白河市こども食堂たべまな



２２ 元気になる「場」としてのオーダーメード型就労

ひきこもりの若者がひきこもったままで働く株

式会社「ウチらめっちゃ細かいんで」

町田市のＮＰＯ「つながりの開」がおこなう介

護保険デイサービス「Ｄａｙｓ ＢＬＧ!」 サービス

を受給しつつ働き報酬も受ける

（併せて、勤労所得を補完する社会保障給付、

たとえば住宅手当や給付付き税額控除など

は不可欠）
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行政

民間

制度化

非制度化

非営利

営利政府

営利企業家族・
コミュニティ

非営利組織

２３ 社会福祉法人は非営利組織であることが強み そもそも非営利組織
とは何か？

出所 Pestoff, 1992の図を一部簡略化の上加筆



政府 市場 家族 非営利組織

長所

短所

平等

画一的

効率的

格差助長

親密

排他的

ニーズに
柔軟即応

基盤の弱さ

複合的な困難に対処して人々を元気にする上で、もっとも適合的な特徴をもっているの
は非営利組織 非営利組織の特質を活かす各部門いいとこ（長所）取りのかたちは？

２４ 非営利組織の強みと弱み 各部門のいいとこ取りか悪いとこ取りか



こういう図式は
たしかに過去のもの

官

公

民

私

新しい官民関係

官

公

民

私

＞

官

公

民

私

いきすぎた市場主義

２５ 官民公私のあり方の変化 非営利組織の出番が広がる

＝ ＝

社会福祉法人の位置



２６ 社会福祉法人をめぐる制度改革も（基本的には）この流れに
沿っている

GHQによる公私分離の要請（憲法８９条）

公的な資金なしでは立ちゆかない事業状況

社会福祉法人およ
び措置制度成立

家族の変化と福祉ニーズの多様化
社会福祉基礎構造改革

措置から契約へ

１９５１～ 政府を補完する社会福祉法人

２０００～ 能動的にサービスを担う社会福祉法人

２０２１～ 主導的にサービスを連携させ創造する社会福祉法人へ

雇用と地域の抜本変化 少子高齢化
地域共生社会ビジョン

連携推進法人
経営効率化圧力も



２７ 非営利組織としての社会福祉法人の出番

＊地域共生社会のビジョンや重層的支援体制整備事業は、「ニーズに

柔軟に即応」できる社会福祉法人の出番になる つながる・つなぐ・「場」

をつくることに取り組んできたこれまでの経験と蓄積の「棚卸し」を

＊「地域における公益的取組」（社会福祉法２４条） 社会福祉法人の本

来の役割を発揮すること 補助金や税制上の特権への代償ではない



２８ 包括的支援体制のための社会福祉連携推進法人
ただし「包括化責任の社会福祉法人への押しつけ」や「コスパ改善の
ツール」になってはいけない

出所：厚生労働省資料



まとめ
＊男性稼ぎ主の安定雇用を前提に、社会保険を税財源で支えた日本型生活保
障のかたちと現実のギャップが広がり、制度の支援が届かない「新しい生活困
難層」が増大

＊こうしたなか地域で「元気人口」を増やしていく戦略が地域共生社会のビジョ
ンと重層的支援体制整備事業 共通の青写真はなく、ご当地モデルをどう実現
するかが問われる

＊非営利組織としての社会福祉法人の出番 つながり・つなぎ・「場」をつくって
きた経験を「棚卸し」して、新たなビジョンと事業への参画を 他方で、国と自治
体は非営利組織としての社会福祉法人が本来の役割を果たすための財政的、
制度的な条件を整えるべき



ご清聴ありがとうございました

こちらも参考にして

ください
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